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よ
く
知
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、
韓
国
経
済

の
ソ
ウ
ル
首
都
圏
へ
の
一
極
集
中
は
際
だ
っ

て
い
る
。
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
地
域

別
比
率
を
み
る
と
、
ソ
ウ
ル
首
都
圏
は
全
体

の
四
七
・
三
％
（
二
〇
〇
六
年
）
を
占
め
、

大
企
業
の
九
一
・
〇
％
が
本
社
を
首
都
圏
に

置
い
て
い
る
。
人
口
も
首
都
圏
に
集
中
し
て

い
る
。
ソ
ウ
ル
の
人
口
は
九
八
九
万
五
〇
〇

〇
人
（
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
）
で
、
全
人
口

の
二
一
・
四
％
で
あ
る
。
ソ
ウ
ル
に
仁
川
と

京
畿
道
を
加
え
た
首
都
圏
の
人
口
は
二
一
三

五
万
四
〇
〇
〇
人
で
、全
人
口
の
四
六
・
三
％

に
当
た
る
。
す
な
わ
ち
韓
国
の
人
口
の
半
分

近
く
が
首
都
圏
に
集
中
し
て
い
る
。
日
本
の

首
都
圏
人
口
（
東
京
、
埼
玉
、
千
葉
、
神
奈

川
）
は
全
人
口
の
二
六
・
八
％
で
あ
る
。
こ

れ
と
比
較
す
る
と
韓
国
の
首
都
圏
へ
の
一
極

集
中
が
い
か
に
際
だ
っ
て
い
る
か
が
よ
く
分

か
る
。

こ
う
し
た
経
済
、
人
口
の
首
都
圏
一
極
集

中
を
緩
和
し
、
各
地
域
で
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ

た
経
済
発
展
を
図
る
こ
と
が
韓
国
に
お
い
て

は
常
に
経
済
政
策
の
最
重
要
項
目
の
ひ
と
つ

に
掲
げ
ら
れ
て
き
た
。
盧
泰
愚
前
政
権
（
二

〇
〇
三
〜
二
〇
〇
八
年
二
月
）
は
、
二
〇
〇

四
年
に
「
国
家
均
衡
発
展
特
別
法
」
を
制
定
、

同
法
に
基
づ
く
五
カ
年
計
画
を
策
定
し
、
こ

れ
に
よ
り
①
行
政
中
心
複
合
都
市
の
建
設
、

②
企
業
都
市
の
建
設
、
③
革
新
都
市
の
建
設

（
公
共
機
関
の
地
方
移
転
）、
な
ど
を
進
め
、

経
済
、
人
口
の
ソ
ウ
ル
一
極
集
中
を
緩
和
し

て
、
地
方
の
均
衡
の
と
れ
た
経
済
発
展
を
促

す
政
策
を
推
進
し
た
。
今
年
二
月
に
発
足
し

た
李
明
博
新
政
権
も
現
在
ま
で
の
と
こ
ろ
こ

の
政
策
を
大
き
く
は
転
換
し
て
い
な
い
。「
国

家
均
衡
発
展
特
別
法
」
に
基
づ
く
政
策
の
一

環
と
し
て
、こ
れ
ま
で
中
央
政
府（
労
働
部
）

主
導
で
実
施
さ
れ
て
き
た
雇
用
政
策
の
地
方

自
治
体
主
導
へ
の
政
策
転
換
が
推
し
進
め
ら

れ
て
い
る
。

以
下
で
は
、
韓
国
の
地
域
雇
用
対
策
の
現

状
と
課
題
に
つ
い
て
、
労
働
政
策
研
究
・
研

修
機
構
が
韓
国
労
働
研
究
院
（
Ｋ
Ｌ
Ｉ
）
と

共
催
し
て
六
月
一
七
日
に
東
京
で
開
い
た

「
地
域
雇
用
創
出
の
現
状
と
課
題
」
を
テ
ー

マ
と
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
お
い
て
韓
国

側
が
行
っ
た
報
告
を
も
と
に
紹
介
す
る
。

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
は
Ｋ
Ｌ
Ｉ
の
キ
ム
・

ジ
ュ
ソ
プ
研
究
員
が
「
韓
国
の
地
域
雇
用
・

能
力
開
発
政
策
推
進
の
背
景
と
今
後
の
課

題
」
に
つ
い
て
、
ジ
ョ
ン
・
ミ
ョ
ン
ス
ク
研

究
員
が
「
新
し
い
地
域
雇
用
ガ
バ
ナ
ン
ス
と

政
労
使
の
課
題
」
を
テ
ー
マ
に
報
告
し
た
。

大
き
い
失
業
率
の
地
域
間
格
差

両
氏
に
よ
る
と
、
韓
国
に
お
い
て
地
域
雇

用
対
策
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
た
直
接
の

契
機
は
、
一
九
九
七
年
の
ア
ジ
ア
通
貨
危
機

の
中
で
経
済
が
未
曾
有
の
不
況
に
陥
り
、
失

業
率
が
七
・
〇
％
ま
で
悪
化
し
た
時
期
に
さ

か
の
ぼ
る
。
通
貨
危
機
に
よ
り
経
済
成
長
率

は
九
六
年
の
七
・
〇
％
か
ら
九
八
年
に
は
マ

イ
ナ
ス
六
・
九
％
に
ま
で
急
落
し
た
。
経
済

は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
の
緊
急
融
資

を
得
て
二
〇
〇
〇
年
ま
で
に
は
回
復
し
た
が
、

こ
の
過
程
で
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
指
導
も
あ
り
従
来
の

経
済
政
策
は
大
き
な
転
換
を
余
儀
な
く
さ
れ

た
。
し
か
し
な
が
ら
、
通
貨
危
機
以
降
に
お

い
て
も
依
然
と
し
て
首
都
圏
へ
の
経
済
一
極

集
中
は
止
ま
る
こ
と
は
な
く
、
集
中
度
は
さ

ら
に
高
ま
る
傾
向
に
あ
る
。
こ
れ
に
伴
い
人

口
の
首
都
圏
集
中
も
続
き
、
雇
用
も
首
都
圏

の
占
め
る
割
合
が
一
段
と
高
く
な
っ
た
。

そ
こ
で
雇
用
問
題
研
究
者
の
間
で
は
二
〇

〇
〇
年
以
降
、
通
貨
危
機
以
前
と
比
較
し
て

通
貨
危
機
以
後
に
は
労
働
市
場
の
構
造
が
ど

の
よ
う
に
変
化
し
た
の
か
を
検
証
し
、
将
来

同
様
の
事
態
を
招
か
な
い
対
応
策
を
模
索
す

る
議
論
が
活
発
に
行
わ
れ
た
。
こ
の
議
論
の

中
で
、
第
１
図
、
第
２
図
に
示
さ
れ
て
い
る

よ
う
に
、
地
域
別
に
み
た
失
業
率
は
経
済
危

機
以
前
（
一
九
八
九
〜
九
七
年
）
と
以
後
（
一

九
九
八
〜
二
〇
〇
四
年
）
で
、
大
き
な
変
化

が
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。

す
な
わ
ち
、
第
１
図
に
み
ら
れ
る
と
お
り
、

通
貨
危
機
以
前
に
高
い
失
業
率
で
あ
っ
た
地

域
は
、
通
貨
危
機
以
後
に
も
依
然
と
し
て
高

い
失
業
率
の
ま
ま
で
あ
っ
た
。
換
言
す
る
と
、

通
貨
危
機
以
前
と
以
後
で
失
業
率
の
地
域
間

格
差
は
縮
小
し
な
か
っ
た
。

ま
た
、
新
規
雇
用
創
出
に
関
す
る
地
域
間

格
差
も
解
消
さ
れ
な
か
っ
た
。
第
２
図
に
示

さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
地
域
別
に
み
た
就
業

者
年
平
均
増
加
率
は
、
通
貨
危
機
以
前
に
マ

イ
ナ
ス
一
・
四
％
か
ら
五
・
九
％
ま
で
の
違

い
が
あ
っ
た
が
、
通
貨
危
機
以
後
に
お
い
て

も
年
平
均
マ
イ
ナ
ス
一
・
一
％
か
ら
五
・
一
％

ま
で
の
違
い
が
み
ら
れ
た
。

た
だ
、
第
１
図
と
第
２
図
を
比
較
す
る
と

分
か
る
よ
う
に
、
新
規
雇
用
創
出
率
の
高
い

地
域
が
失
業
率
の
低
い
地
域
と
正
確
に
対
応

し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
こ
の
た
め
失
業

韓
国
の
地
域
雇
用
対
策
の
現
状
と
課
題

JILPT と KLI によるワークショップの模様（６月 17日） 中
央
主
導
か
ら
地
域
主
導
へ
：
課
題
は
山
積
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率
の
地
域
間
格
差
が
新
規
雇
用
創
出
率
の
差

に
起
因
す
る
か
ど
う
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か

に
さ
れ
て
い
な
い
。

地
域
主
導
の
雇
用
対
策
に

こ
う
し
た
失
業
率
、
新
規
雇
用
創
出
の
地

域
間
格
差
を
解
消
す
る
た
め
に
韓
国
で
は
現

在
、
雇
用
政
策
を
中
央
政
府
主
導
か
ら
地
方

自
治
体
主
導
に
転
換
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

だ
が
、
そ
の
成
果
は
十
分
に
上
が
っ
て
い
る

と
は
言
い
難
く
、
課
題
は
山
積
し
て
い
る
よ

う
だ
。
キ
ム
研
究
員
は
地
方
主
導
に
転
換
す

る
に
当
た
っ
て
の
問
題
点
を
つ
ぎ
の
よ
う
に

指
摘
し
た
。

第
一
に
、
雇
用
支
援
事
業
予
算
は
低
水
準

に
あ
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
主
要
国
と
比
較
す
る
と

そ
れ
が
一
層
明
確
に
な
る
。
雇
用
支
援
支
出

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
割
合
を
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統

計
（
二
〇
〇
六
年
）
で
み
る
と
、
日
本
の
場

合
は
〇
・
一
八
％
で
あ
る
が
、
韓
国
は
〇
・

〇
八
％
と
半
分
以
下
に
過
ぎ
な
い
。

第
二
に
、
各
種
の
職
業
安
定
機
関
の
役
割

分
担
が
不
明
確
で
あ
る
。
第
１
表
に
み
ら
れ

る
と
お
り
、
公
共
職
業
安
定
機
関
は
全
国
に

四
九
四
カ
所
設
置
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
中
で

国
民
一
般
を
対
象
と
し
た
職
業
紹
介
の
中
心

的
役
割
を
担
っ
て
い
る
の
は
労
働
部
職
業
安

定
所
の
一
三
〇
カ
所
と
地
方
自
治
体
職
業
情

報
セ
ン
タ
ー
の
二
五
三
カ
所
で
あ
る
。
こ
れ

以
外
に
国
民
一
般
を
対
象
と
す
る
職
業
紹
介

機
関
は
、
労
働
部
の
一
日
職
業
セ
ン
タ
ー
、

韓
国
産
業
団
地
公
団
の
職
業
紹
介
セ
ン
タ
ー
、

地
方
自
治
体
の
一
日
職
業
案
内
所
な
ど
が
あ

る
。
し
か
し
、
各
職
業
安
定
機
関
の
相
互
の

役
割
分
担
が
曖
昧
で
あ
る
。
各
機
関
の
職
業

情
報
を
一
カ
所
で
入
手
で
き
る
態
勢
が
な
く
、

求
職
者
は
各
機
関
を
回
っ
て
必
要
と
す
る
求

人
情
報
を
入
手
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
に
、
各
職
業
安
定
機
関
の
担
当
者
の

量
と
質
が
不
十
分
で
あ
る
。
労
働
部
の
職
業

安
定
所
、
自
治
体
の
職
業
情
報
セ
ン
タ
ー
と

も
に
二
〇
〇
〇
年
以
降
、
担
当
職
員
数
が
減

少
し
て
い
る
。
加
え
て
、
労
働
部
の
三
六
自

治
体
（
市
・
郡
・
区
）
を
対
象
と
し
た
サ
ン

プ
ル
調
査
に
よ
る
と
、
自
治
体
の
職
業
紹
介

業
務
を
専
門
と
す
る
担
当
公
務
員
は
平
均
し

て
一
〜
二
人
に
過
ぎ
な
い
。
他
の
業
務
の
担

当
者
が
職
業
紹
介
業
務
を
兼
務
し
て
い
る

ケ
ー
ス
も
多
数
存
在
す
る
。
さ
ら
に
職
業
紹

介
担
当
部
門
が
存
在
し
な
い
自
治
体
も
多
く

み
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
現
在
の
自
治
体

の
職
業
紹
介
事
業
で
は
、
求
職
者
と
の
相
談

を
通
じ
て
求
職
者
の
経
歴
、
資
質
に
適
し
た

職
業
を
紹
介
す
る
に
は
限
界
が
あ
る
と
考
え

ざ
る
を
得
な
い
。

第
四
に
、
近
年
に
な
っ
て
各
職
業
安
定
機

関
は
職
業
紹
介
情
報
を
提
供
す
る
た
め
の
コ

第１図　失業率の地域別分布

出所：韓国統計庁「経済活動人口調査」各年

第２図　就業者増加率の地域別分布

出所：韓国統計庁「経済活動人口調査」各年

第１表　公共職業安定機関の現状
機  関  名 対象者 設置数 相談実施の有無1）

中央政府

職業安定所（労働部） 国民一般 130 ◎
一日職業センター（労働部） 日雇い職 3 ◎
海洋水産部 船員 1 ○
国家報勲処 職業支援システム 国家功労者 25 ○
国防職業支援センター 軍人 1 ◎
中小企業庁 国民一般 13 ○

公共機関
韓国産業人力公団 職業情報センター 技術・技能者 21 ◎
障害者雇用促進公団 障害者 13 ◎
韓国産業団地公団 職業紹介センター 国民一般 21 ○

地方自治体
市・郡・区 職業情報センター 国民一般 253 ○
一日職業案内所 国民一般 34 ○

注1：◎ 積極的に実施、○ 必要時に実施。
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ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
し
て

い
る
。
し
か
し
、
不
統
一
な
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト

に
よ
る
情
報
が
散
在
し
て
お
り
そ
の
利
用
が

容
易
で
は
な
い
。
各
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
間
の
連

携
も
不
十
分
で
あ
る
。

地
域
と
中
央
と
の
連
携
が
必
要

キ
ム
研
究
員
は
以
上
の
よ
う
に
問
題
点
を

指
摘
し
た
上
で
今
後
、
自
治
体
が
主
導
し
て

地
域
雇
用
対
策
を
進
め
る
に
は
以
下
の
方
策

が
講
じ
ら
れ
る
べ
き
だ
と
強
調
し
た
。

地
域
に
お
け
る
政
策
遂
行
能
力
を
強
化
す

る
た
め
の
中
央
政
府
の
介
入
は
、
過
去
の
中

央
主
導
の
政
策
と
は
根
本
的
に
異
な
っ
た
目

的
と
方
法
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
べ
き
だ
。
過

去
の
政
策
目
標
は
地
域
ご
と
に
政
策
を
適
切

に
割
り
当
て
る
こ
と
に
あ
っ
た
。
だ
が
、
今

後
の
目
標
は
地
域
の
政
策
遂
行
能
力
の
強
化

に
あ
る
。
過
去
の
政
策
推
進
方
法
は
、
中
央

の
政
策
立
案
↓
地
域
別
に
政
策
執
行
の
ト
ッ

プ
・
ダ
ウ
ン
方
式
で
あ
っ
た
。
新
し
い
政
策

推
進
方
式
は
、
地
域
の
政
策
ニ
ー
ズ
の
把
握

↓
中
央
の
政
策
立
案
↓
地
域
別
に
政
策
執
行

の
ダ
ウ
ン
・
ト
ッ
プ
・
ダ
ウ
ン
方
式
と
位
置

づ
け
ら
れ
る
べ
き
だ
。

ま
た
、
雇
用
政
策
の
地
域
分
権
化
は
、
長

期
的
な
戦
略
の
下
に
段
階
的
に
推
進
さ
れ
る

べ
き
課
題
で
あ
る
。
こ
の
た
め
各
段
階
の
政

策
が
ど
の
よ
う
な
成
果
を
上
げ
て
い
る
か
に

対
す
る
厳
密
な
評
価
が
必
要
と
な
る
。

以
上
の
点
を
基
本
的
考
え
方
と
し
、
具
体

的
な
地
域
と
中
央
と
の
連
携
・
協
力
体
制
は

つ
ぎ
の
よ
う
な
段
階
を
経
て
構
築
す
る
こ
と

が
可
能
で
あ
る
。

第
一
段
階
は
社
会
的
サ
ー
ビ
ス
へ
の
ア
ク

セ
ス
が
著
し
く
低
い
自
治
体
（
市
・
郡
・
区
）

を
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
と
し
て
、
職
業
安
定
所
の

職
業
相
談
員
一
〜
二
人
を
派
遣
し
、
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
。
職
業
相
談
員
の
派
遣
人
数

は
、
自
治
体
の
経
済
活
動
人
口
を
基
準
に
策

定
す
る
。
自
治
体
に
は
「
社
会
サ
ー
ビ
ス
協

議
体
（
仮
称
）」
を
官
民
合
同
で
設
立
し
、

社
会
サ
ー
ビ
ス
支
援
政
策
を
実
施
す
る
。
派

遣
さ
れ
た
職
業
相
談
員
は
自
治
体
の
雇
用
担

当
者
（
主
に
職
業
情
報
セ
ン
タ
ー
担
当
者
）

に
対
す
る
教
育
訓
練
も
行
う
。
自
治
体
の
雇

用
関
連
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管

理
や
職
業
安
定
所
と
の
連
携
も
担
い
、
自
治

体
の
担
当
者
と
と
も
に
雇
用
対
策
に
対
す
る

ニ
ー
ズ
把
握
も
行
う
。

第
二
段
階
は
、
第
一
段
階
の
成
果
に
対
す

る
評
価
を
土
台
に
、
総
合
的
な
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
自
治
体
を
拡
大
す
る
。
福
祉
・
教

育
分
野
も
サ
ー
ビ
ス
の
中
に
取
り
入
れ
、
自

治
体
が
中
心
と
な
っ
て
提
供
す
る
。
各
地
域

の
職
業
安
定
所
と
自
治
体
の
役
割
分
担
を
明

確
に
し
、
連
携
・
協
力
を
強
化
す
る
。

人
材
面
で
は
、
地
域
内
の
職
業
安
定
所
だ

け
で
な
く
、
学
校
、
企
業
、
職
業
訓
練
機
関
、

市
民
団
体
な
ど
と
効
率
的
に
連
携
で
き
る
方

法
を
工
夫
す
る
。
労
働
部
の
人
材
拡
充
計
画

に
よ
れ
ば
、
公
務
員
の
補
充
に
よ
り
、
民
間

職
業
相
談
員
が
担
っ
て
い
る
行
政
事
務
を
軽

減
、
相
談
員
が
本
来
の
業
務
に
集
中
で
き
る

態
勢
を
つ
く
る
こ
と
に
し
て
い
る
。
し
か
し
、

今
後
補
充
計
画
を
立
案
す
る
際
に
は
必
ず
し

も
公
務
員
の
拡
充
だ
け
が
必
要
な
わ
け
で
は

な
く
、
民
間
人
の
補
充
を
通
じ
た
サ
ー
ビ
ス

の
質
的
向
上
に
つ
い
て
も
検
討
が
必
要
で
あ

る
。（
注
：
韓
国
の
職
業
安
定
所
は
行
政
事

務
を
行
う
公
務
員
と
職
業
相
談
を
担
う
「
民

間
人
」
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
る
）

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い

て
は
情
報
共
有
に
必
要
な
法
的
・
制
度
的
な

整
備
を
進
め
、
地
域
の
労
働
情
報
を
充
実
す

る
。
こ
う
し
た
対
策
に
よ
り
自
治
体
の
住
民

生
活
局
が
各
種
社
会
サ
ー
ビ
ス
の
ワ
ン
ス

ト
ッ
プ
態
勢
を
確
立
す
る
必
要
が
あ
る
。

中
央
官
庁
間
の
連
携
不
足

キ
ム
研
究
員
は
さ
ら
に
、
雇
用
対
策
を
地

域
主
導
で
進
め
る
た
め
に
は
中
央
官
庁
間
の

政
策
の
調
整
、
労
働
部
内
の
各
部
門
間
の
調

整
が
必
要
で
あ
る
と
指
摘
し
た
。

教
育
人
的
資
源
部
、
労
働
部
、
産
業
資
源

部
、
科
学
技
術
部
、
情
報
通
信
部
、
中
小
企

業
庁
な
ど
中
央
官
庁
の
多
く
が
雇
用
に
関
連

し
た
政
策
を
持
っ
て
い
る
。
だ
が
、
類
似
し

た
事
業
が
十
分
な
調
整
が
な
さ
れ
な
い
ま
ま

に
実
施
さ
れ
て
い
る
。

一
例
を
あ
げ
る
と
、
教
育
人
的
資
源
部
の

「
地
域
人
的
資
源
開
発
事
業
」
と
労
働
部
の

「
地
域
労
働
市
場
・
人
的
資
源
開
発
事
業
」

は
と
も
に
地
域
の
人
的
資
源
開
発
を
行
う
事

業
で
あ
る
が
、
相
互
に
連
携
す
る
こ
と
な
く

競
合
的
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。
地
域
の
「
革

新
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
」
や
「
地
域
革
新
都
市

建
設
事
業
」
と
の
連
携
も
十
分
で
は
な
い
。

教
育
人
的
資
源
部
は
二
〇
〇
二
年
か
ら

「
地
域
人
的
資
源
開
発
事
業
」
を
始
め
た
。

ま
ず
、
釜
山
、
光
州
、
忠
清
北
道
の
三
つ
の

広
域
地
方
自
治
体
を
モ
デ
ル
地
域
と
し
て
選

定
し
、「
地
域
人
的
資
源
開
発
基
本
計
画
」
策

定
の
た
め
の
予
算
を
補
助
し
た
。
二
〇
〇
四

年
に
は
残
り
の
広
域
自
治
体
に
同
基
本
計
画

を
策
定
す
る
予
算
を
補
助
し
た
。
ま
た
、
地

域
ご
と
に
「
地
域
人
的
資
源
開
発
支
援
セ
ン

タ
ー
」
を
設
置
し
、
こ
の
セ
ン
タ
ー
の
予
算

を
補
助
し
て
い
る
。
現
在
、
首
都
圏
を
除
い

た
一
三
広
域
市
・
道
に
同
セ
ン
タ
ー
が
設
置

さ
れ
て
い
る
が
、
大
部
分
の
自
治
体
で
は
既

存
の
「
地
域
発
展
研
究
院
」
に
セ
ン
タ
ー
を

置
い
て
運
営
し
て
い
る
。

他
方
、
労
働
部
の
「
地
域
労
働
市
場
・
人

的
資
源
開
発
事
業
」
は
、
労
働
部
の
地
方
組

織
で
あ
る
労
働
庁
、
労
働
事
務
所
を
通
じ
て

実
施
し
て
い
る
事
業
だ
。
二
〇
〇
五
年
の
初

め
に
、
労
働
部
は
同
事
業
に
必
要
な
基
礎
研

究
を
始
め
、
二
〇
〇
六
年
か
ら
は
地
域
に
適

し
た
人
的
資
源
を
開
発
す
る
事
業
を
進
め
て

い
る
。

こ
の
両
部
の
二
つ
の
事
業
は
ほ
と
ん
ど
同

じ
性
格
の
事
業
で
あ
り
、
こ
れ
に
参
加
す
る

専
門
家
も
重
複
し
て
い
る
。
一
人
の
専
門
家

が
異
な
る
機
関
に
同
一
の
あ
る
い
は
類
似
し

た
研
究
報
告
書
を
提
出
し
、
二
重
に
研
究
費

の
支
給
を
受
け
る
事
例
も
発
生
し
て
い
る
。

職
安
行
政
と
訓
練
行
政
の
連
携
も
不
足

労
働
部
が
所
管
す
る
職
業
紹
介
事
業
と
職
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業
訓
練
の
間
に
も
連
携
不
足
が
み
ら
れ
る
。

雇
用
政
策
基
本
法
で
は
「
職
業
安
定
機
関
の

長
は
、
就
業
促
進
の
た
め
に
職
業
訓
練
を
受

け
る
こ
と
が
必
要
だ
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、

求
職
者
に
訓
練
施
設
を
紹
介
で
き
る
」
と
規

定
し
て
い
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
両
者
の

間
に
は
緊
密
な
連
携
が
み
ら
れ
な
い
。

こ
の
問
題
を
解
消
す
る
た
め
に
、
労
働
部

は
二
〇
〇
五
年
の
「
雇
用
支
援
事
業
推
進
報

告
」
で
、
職
業
訓
練
に
関
す
る
業
務
を
職
業

安
定
所
に
一
元
化
す
る
こ
と
に
し
た
。
だ
が
、

六
カ
所
の
モ
デ
ル
職
業
安
定
所
を
除
い
て
い

ま
だ
に
一
元
化
さ
れ
て
い
な
い
。

キ
ム
研
究
員
は
以
上
の
よ
う
な
課
題
を
指

摘
し
た
上
で
、「
地
域
雇
用
対
策
を
成
功
さ
せ

る
た
め
に
は
、
地
域
内
の
事
業
主
団
体
、
労

働
団
体
、
市
民
団
体
な
ど
の
政
策
遂
行
能
力

を
高
め
る
必
要
が
あ
る
。
だ
が
、
こ
れ
が
地

域
内
で
自
発
的
に
な
さ
れ
る
の
か
疑
問
で
あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
初
期
段
階
と
し
て
は
、

地
域
の
政
策
遂
行
能
力
を
高
め
る
た
め
に
中

央
政
府
の
戦
略
的
介
入
が
避
け
ら
れ
な
い
」

と
述
べ
て
報
告
を
締
め
括
っ
た
。

地
域
雇
用
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

「
協
議
体
モ
デ
ル
」

一
方
、
ジ
ョ
ン
研
究
員
は
、
地
域
雇
用
の

ガ
バ
ナ
ン
ス
に
焦
点
を
当
て
た
報
告
を
行
っ

た
。
ジ
ョ
ン
氏
に
よ
る
と
、
韓
国
で
は
首
都

圏
へ
の
経
済
集
中
を
緩
和
さ
せ
、
各
地
域
の

均
衡
的
経
済
発
展
を
追
求
す
る
政
策
の
一
環

と
し
て
、
雇
用
政
策
を
決
定
し
実
施
す
る
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
「
中
央
政
府
中
心
モ
デ
ル
」
か

ら
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
広
く
参
加
し
た

「
協
議
体
モ
デ
ル
」
へ
の
転
換
が
図
ら
れ
て

い
る
。
中
央
主
導
の
政
策
で
は
、
各
地
域
の

特
殊
性
を
反
映
さ
せ
る
こ
と
に
限
界
が
あ
り
、

政
策
を
実
施
す
る
自
治
体
、
労
使
団
体
な
ど

の
「
主
体
」
の
能
力
向
上
が
困
難
で
あ
る
こ

と
が
そ
の
理
由
で
あ
る
。 

だ
が
、「
協
議
体

モ
デ
ル
」
の
構
築
に
向
け
て
中
央
政
府
（
労

働
部
）
は
政
策
転
換
を
図
っ
て
い
る
が
、
こ

れ
が
定
着
し
、
機
能
す
る
ま
で
に
は
ま
だ
時

間
が
か
か
り
そ
う
だ
。

ジ
ョ
ン
研
究
員
は
「
協
議
体
モ
デ
ル
」
に

よ
る
地
域
雇
用
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
つ

ぎ
の
よ
う
に
説
明
し
た
。

こ
れ
ま
で
雇
用
政
策
の
全
般
的
な
方
向
づ

け
は
中
央
（
労
働
部
）
で
行
わ
れ
、
地
域
は

こ
れ
を
実
施
す
る
役
割
を
担
っ
て
い
た
。
雇

用
政
策
基
本
法
に
基
づ
き
従
来
か
ら
、
中
央

と
地
方
の
政
策
決
定
に
労
使
団
体
や
専
門
家

が
参
画
は
し
て
い
た
。
だ
が
、
実
質
的
に
意

思
決
定
権
限
を
政
府
と
共
有
し
て
い
る
と
は

言
い
難
い
状
況
に
あ
っ
た
。
そ
こ
で
労
働
部

は
地
域
雇
用
対
策
の
実
効
性
を
高
め
る
に
は

「
地
域
主
体
」
の
実
質
的
な
参
加
が
不
可
欠

と
の
考
え
の
下
に
、
二
〇
〇
六
年
か
ら
労
使

団
体
や
専
門
家
の
役
割
強
化
を
試
み
て
い
る
。

具
体
的
に
は
地
方
雇
用
審
議
会
を
通
じ
た
地

域
雇
用
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
で
あ
る
。

地
方
雇
用
審
議
会
中
心
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
を

地
方
雇
用
審
議
会
は
雇
用
政
策
基
本
法
に

基
づ
き
広
域
自
治
体
（
広
域
市
・
道
）
の
長

を
会
長
と
し
て
地
域
の
雇
用
政
策
を
審
議
す

る
機
関
で
あ
る
。
法
的
に
は
労
働
部
長
官
の

下
に
設
置
し
て
い
る
雇
用
政
策
審
議
会
が
全

国
的
な
雇
用
政
策
を
審
議
す
る
の
に
対
応
し
、

各
地
方
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
政
策
の
審

議
を
目
的
と
し
て
い
る
。
委
員
は
二
〇
人
以

内
で
、
当
該
地
方
の
労
働
者
代
表
、
事
業
主

代
表
、
学
識
経
験
者
、
関
係
部
門
公
務
員
に

よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
。
所
管
は
労
働
部
の
出

先
機
関
の
地
方
労
働
庁
で
あ
る
。
労
働
庁
は

全
国
に
六
カ
所
置
か
れ
、
各
労
働
庁
は
二
〜

四
の
広
域
市
・
道
を
管
轄
し
て
い
る
。

地
方
雇
用
審
議
会
は
ガ
バ
ナ
ン
ス
面
か
ら

み
る
と
、
地
域
雇
用
に
関
連
す
る
利
害
関
係

者
、
す
な
わ
ち
地
域
の
政
労
使
代
表
、
専
門

家
が
参
加
す
る
形
で
組
織
さ
れ
て
い
る
。
労

働
部
は
二
〇
〇
七
年
一
二
月
に
雇
用
政
策
基

本
法
施
行
令
を
改
正
し
、
第
２
表
に
示
し
た

事
業
に
関
す
る
決
定
権
限
を
地
方
雇
用
審
議

会
に
移
管
す
る
こ
と
に
よ
り
機
能
強
化
を

図
っ
た
。

地
域
ガ
バ
ナ
ン
ス
の「
主
体
」は
脆
弱

地
方
雇
用
審
議
会
の
機
能
強
化
の
試
み
が

成
功
し
て
い
る
か
否
か
を
評
価
す
る
の
は
ま

だ
時
期
尚
早
で
あ
る
。「
協
議
体
モ
デ
ル
」

に
よ
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
構
造
変
化
が
よ
り
よ

い
形
で
定
着
す
る
た
め
に
は
、
な
に
よ
り
も

代
表
性
を
持
っ
て
参
加
す
る
「
関
係
主
体
」

の
役
割
が
重
要
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
地
域
の

主
要
な
「
関
係
主
体
」
で
あ
る
自
治
体
、
労

働
組
合
、
使
用
者
団
体
の
現
状
と
問
題
点
を

検
討
す
る
。

ま
ず
自
治
体
で
あ
る
が
、
一
部
の
広
域
市

を
除
い
て
自
主
財
源
率
が
六
〇
％
以
下
と
低

い
。
自
治
体
内
の
雇
用
政
策
の
主
管
部
門
も

不
明
確
で
、
地
域
に
散
在
し
て
い
る
機
関
を

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
し
て
雇
用
開
発
事
業
を
遂

行
す
る
主
体
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
に
は

限
界
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
雇
用
政
策
の

相
当
な
部
分
が
地
方
に
移
管
さ
れ
た
と
し
て

も
、
中
央
政
府
が
継
続
的
に
支
援
す
る
必
要

が
あ
る
。
こ
の
点
で
中
央
と
地
方
の
役
割
の

再
整
備
は
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

地
方
の
労
働
組
合
の
状
況
も
厳
し
い
。
二

〇
％
の
組
織
率
を
誇
る
ソ
ウ
ル
と
蔚
山
を
除

け
ば
、
大
部
分
の
地
方
労
組
の
組
織
率
は
三

〜
八
％
と
低
い
。
財
政
力
も
乏
し
い
。
し
た

第２表　地方雇用審議会の主要審議対象事業（2007年）
事業名 予算(億ウォン) 事業内容 地方雇用審議会の役割

社会的雇用事業 1,527 脆弱階層に対する社会的雇用の提供 審議:事業計画
報告:委託機関選定結果､評価

大学就職支援事業 157 大学の就職支援機能拡充事業を支援 審議:委託機関選定
報告:評価

地域雇用人的資源開発事業 97 非営利機関の雇用創出事業を支援 審議:事業計画、委託機関選定
報告:評価

青少年職場体験プログラム 347 青少年の職業能力開発を支援 報告:事業計画
失業者訓練 1,575 雇用保険適用失業者に対する訓練実施 審議:訓練計画
零細自営業者訓練 31 零細自営業者に対する訓練 審議:訓練計画
自活職業訓練 58 国民基礎生活保障受給者に対する訓練 審議:訓練計画
優先職種訓練 1,355 基幹産業、戦略産業の人材の育成 報告:事業計画
シルバー就職博覧会支援 4 高齢者就業斡旋 報告:行事計画
出所：労働部内部資料（2008）
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が
っ
て
、
地
方
の
企
業
別
労
組
や
労
組
支
部

に
組
合
員
や
企
業
の
労
働
者
を
対
象
と
す
る

雇
用
開
発
事
業
を
遂
行
す
る
能
力
は
期
待
で

き
な
い
。
中
央
労
組
の
地
方
本
部
（
あ
る
い

は
地
域
支
部
）
も
、
事
務
局
の
専
従
者
が
少

な
く
、
雇
用
対
策
の
立
案
能
力
や
事
業
遂
行

能
力
が
あ
る
と
は
言
い
難
い
。

同
様
に
地
方
の
使
用
者
団
体
も
脆
弱
で
あ

る
。
会
員
企
業
の
大
部
分
は
中
小
企
業
で
あ

り
、
社
会
的
に
大
き
な
影
響
力
を
持
っ
て
い

る
と
は
言
え
な
い
。
労
組
と
同
様
に
財
政
は

脆
弱
で
あ
る
。
こ
う
し
た
点
か
ら
み
て
、
地

方
の
使
用
者
団
体
に
雇
用
開
発
事
業
の
遂
行

を
期
待
す
る
こ
と
は
現
状
で
は
難
し
い
。

繰
り
返
す
と
、
自
治
体
、
労
使
団
体
の
い

ず
れ
も
が
個
別
に
雇
用
開
発
政
策
を
構
想
し

て
事
業
を
主
導
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
地
域
雇
用
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強

化
す
る
た
め
に
は
、
ま
ず
利
害
関
係
者
の
政

策
遂
行
能
力
を
高
め
る
具
体
策
を
模
索
す
る

こ
と
が
緊
急
の
課
題
で
あ
る
。
地
域
雇
用
対

策
の
新
し
い
ガ
バ
ナ
ン
ス「
協
議
体
モ
デ
ル
」

は
現
在
実
験
段
階
に
あ
る
。
こ
れ
が
実
質
的

な
機
能
を
持
っ
て
定
着
す
る
た
め
に
は
、
多

く
の
克
服
す
べ
き
課
題
が
あ
る
。

中
央
の
戦
略
的
介
入
で
課
題
解
決
へ

以
上
、
Ｋ
Ｌ
Ｉ
の
キ
ム
、
ジ
ョ
ン
両
研
究

員
の
報
告
で
み
た
と
お
り
、
韓
国
で
は
、
経

済
の
首
都
圏
へ
の
一
極
集
中
を
緩
和
す
る
政

策
の
一
環
と
し
て
、
中
央
主
導
の
雇
用
政
策

か
ら
自
治
体
主
導
の
地
域
雇
用
対
策
へ
の
転

換
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま

で
の
と
こ
ろ
目
に
み
え
る
成
果
は
あ
が
っ
て

い
な
い
。
解
決
す
べ
き
課
題
は
、
国
と
自
治

体
の
双
方
が
所
管
す
る
職
業
安
定
機
関
の
間

の
連
携
、
自
治
体
で
雇
用
対
策
を
担
う
人
材

の
育
成
、
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
汲
み
取
っ
て
雇

用
対
策
を
実
施
す
る
労
使
団
体
の
能
力
向
上

な
ど
山
積
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
当
面
は

「
中
央
政
府
の
戦
略
的
介
入
」
に
よ
っ
て
課

題
解
決
が
図
ら
れ
る
よ
う
だ
。

（
国
際
研
究
部
次
長　

坂
井
澄
雄
）
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